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１． 16 年 9 月中間期の連結業績（平成 16 年 4 月 1日～平成 16 年 9 月 30 日） 
(1) 連結経営成績                              （百万円未満切捨） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 
16 年 9 月中間期 
15 年 9 月中間期 

百万円   ％
      13,789        △4.4 
      14,426         0.6 

百万円   ％
         △97         － 
         355       51.5 

百万円   ％
         △47         － 
         381       21.0 

16 年 3 月期       28,223                   367                 522       

 
 

中間（当期）純利益 
１株当たり中間 
（当期）純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり中間（当期）純利益 

 
16 年 9 月中間期 
15 年 9 月中間期 

百万円   ％
        △368         － 
         173        39.7 

円  銭
               △35    49 
                16    62 

円  銭
                －    － 
                16    54 

16 年 3 月期          228                        20    80                 20    75 
 (注)①持分法投資損益  16 年 9 月中間期 － 百万円  15 年 9 月中間期 － 百万円  16 年 3 月期 － 百万円 
     ②期中平均株式数（連結）  16 年 9 月中間期 10,385,340 株  15 年 9 月中間期 10,457,592 株 
                               16 年 3 月期 10,455,552 株 
     ③会計処理の方法の変更   無 
     ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

(2)連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 
16 年 9 月中間期 
15 年 9 月中間期 

百万円 
       20,685 
       21,861 

百万円
        7,563 
        8,126 

％ 
             36.6 
             37.2 

円   銭
      732      11 
      777      09 

16 年 3 月期        20,442         8,073              39.5       775      87 

（注）期末発行済株式数（連結）  16 年 9 月中間期 10,330,921 株  15 年 9 月中間期 10,457,371 株 

                                16 年 3 月期 10,391,521 株 

 

(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営業活動による         
キャッシュ･フロー 

投資活動による        
キャッシュ･フロー

財務活動による         
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高        

 
16 年 9 月中間期 
15 年 9 月中間期 

百万円 
         85 
         709 

百万円
            △1,065 
       △769 

百万円 
        983 
        958 

百万円
       1,502 
       2,565 

16 年 3 月期        1,807       △1,412         △563        1,499 

  
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数    ２社  持分法適用非連結子会社数    －社  持分法適用関連会社数   －社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規)   －社 (除外)    －社   持分法 (新規)   －社 (除外)   －社 
 
２．17 年 3 月期の連結業績予想（平成 16 年 4 月 1日～平成 17 年 3 月 31 日) 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 
通   期 

百万円
27,185 

百万円
△223 

百万円
△623 

(参考)1 株当たり予想当期純利益（通期） △60 円 38 銭 

 ※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々 

な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 
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１.企業集団の状況 

 

当社グループは、当社及び子会社２社より構成されております。 

各会社の事業内容は、次のとおりであります。 

なお、当社は事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別によって記載しております。 

当 社          ・・・・・・・・・・・ す し 部 門       ：廻転寿司の店舗経営 

 レストラン部門：和食・とんかつ・焼肉・中華・イタリア料理等の店舗経営 

 食 材 部 門       ：フランチャイズ店への食材販売 

 そ の 他 部 門       ：フランチャイズ店への経営指導 

株式会社アトムライス・・・・・・・・・・・ 食 材 部 門       ：シャリの製造及び販売 

株式会社アトムボーイ・・・・・・・・・・・ そ の 他 部 門       ：商標権及び著作物の管理 

                       （廻転寿司「アトムボーイ」の商標権及び「鉄腕アトム」に関する著

作物使用権を所有） 

 

上記の事項を事業系統図により示すと、次のとおりであります。 

 

お       客       様 

 

 

                            寿司及び和食・とんかつ 

・焼肉・中華・イタリア料理等の販売  

 

 

 

 

 

 

 

 

※                           ※ 

                                                          

 

                 

                                                            

寿司ご飯及び米等の販売                 商標及び「鉄腕アトム」に関する著作権使用許諾 

 

 

   ※ 連結子会社 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

㈱アトム（当社） 

（フライチャイズ店舗を含む） 

㈱ ア ト ム ラ イ ス ㈱ ア ト ム ボ ー イ 
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２．経 営 方 針 

 

（１）会社の経営の基本方針 

    当社グループは、すし部門として廻転寿司の「アトムボーイ」「海鮮アトムボーイ」「廻転寿司アトムボーイ」

「にぎりの徳兵衛」、レストラン部門では焼肉の「カルビ大将」「唐楽家」「韓の食卓」、和食の「えちぜん」「歓喜

亭」「かつ時」、中華の「ザ・フォーロン」等の多業態を開発営業している総合外食事業会社であります。 

   当社グループの経営理念は、外食事業を通じてお客様の食文化の創造と地域社会への貢献を目指し、常にお客様

の満足を第一に考え、喜ばれ信頼される企業として発展し続けることであります。 

 

（２）会社の利益配分に関する基本方針 

    当社グループは、株主の皆様への利益還元を企業経営の重要な柱と考え、財務体質の強化を図りながら、業績に

連動した配当を継続的に実施することを基本方針としております。 

    また、内部保留金につきましては、経営体質の強化と将来の事業展開に活用し、企業価値の向上に資する所存で

あります。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

外食産業市場におきましては、個人消費の低迷、店舗数の増加による各社間の競争が激化しており、経営環境

がいっそう厳しくなる中、当社グループは収益体質の改善に取り組んでまいります。 

 

① すし部門の積極展開 

  今後の出店展開としましては、すし部門の「にぎりの徳兵衛」、「廻転寿司アトムボーイ」を中心に出店を進めて

まいります。当社グループのコア事業であり、最もノウハウのあるすし部門の構成比を伸ばすことにより、収益基

盤の安定化を目指します。 

 

   ② 業態の整理・統合 

    当社グループは総合外食企業として、多数の業態を展開しておりますが、その中で採算性の低い業態、今後の事

業展開が難しいと判断される業態に関しては、撤退をすすめます。該当する業態において、収益性の高い店舗につ

きましては引続き営業を続けますが、将来的には業態を整理・統合し、一業態当りの事業規模を拡大することで、

スケールメリットを生かした事業展開、コスト削減策をすすめ、収益拡大を目指します。 

 

   ③ 不採算店舗の整理 

    収益性向上を目指し、不採算店舗は業態変更ないしは閉鎖をすすめます。 

 

   ④ 出店コストの抑制 

    収益率の向上を目指し、新規出店の設備投資金額については、コストの削減を進めております。今後につきまし

ても設備投資の見直しを行い、投資金額の抑制とＲＯＩの向上を目指します。 
 

（４）会社の対処すべき課題 

 今後の見通しにつきましては、景気は幾分回復の兆しが見られるものの、個人消費は依然として低迷を続け、

外食各社の競合激化により厳しい状況が続くと思われます。 

このような状況の中、当社グループは着実な成長を図るため、「確実な出店」と「既存店の活性化」を軸に「ス

クラップアンドビルド、撤退を含めた不採算店対策」「安全、安心な商品の提供」｢自立できる人材の育成｣等を基

本方針として、業績の向上に取り組んでまいります。 

また、食材コストの低減を図ることを重要な課題として取り組んでおります。当社グループでは業態が多岐にわ

たり、重複する取扱食材があるため、購入・流通経路を集約し、大量購入による仕入価格の改善、流通コストの低

減を進めてまいります。 

 

（５）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
１．基本的な考え方 

当社は、「株主の皆様」、「お客様」、「従業員」等関係者がそれぞれ公正な利益を得ることが、企業価値の向上並び

に企業の健全な成長のためには必要不可欠と考えております。株主の皆様より提供された資本を、安全に正しく有

効に活用し、食を通じてお客様に喜び、満足して頂くことで、収益を得ていくことを基本理念としております。 
 

２．施策の実施状況 
当社は監査役制度を採用しております。 
取締役会は取締役 11 名で構成され、毎月１回の開催を原則とし、経営方針、法令遵守等、経営に関する重要事

項の意思決定がなされております。 
監査役会は社内監査役１名、社外監査役２名のあわせて３名体制となっており、取締役の業務執行に関する適法

性、妥当性について厳正な監視を行っております。 
業務運営につきましては、円滑な運営を行うための組織体制の確立・整備に努め、責任体制を明確にしておりま

す。各業務に応じた担当部署が法令、リスクに関わる問題の点検管理をしており、他部署に関わる重要な事項等は、

部課長会議・営業会議・店長会議を通して報告を行い、情報の共有をすすめ、組織全体での法令遵守やリスク管理

に取り組み、適正な運営に努めております。 
社内管理については、内部監査室が監査役との協力関係の下、各種規定に基づき、法令順守、業務執行の健全性

を含めて管理面の監査・指導を行っております。内部監査室は年度計画に基づき、各店舗を巡回し、業務執行の状
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況を把握・指導を行い、監査役、取締役への報告を行っております。 

公認会計士監査は監査法人トーマツに依頼しております。監査法人の求めに応じ必要データを提出しており、ま

た、業務執行上、疑義が生じた場合は、助言を仰いでおります。 

 

３．社外取締役および社外監査役の人的関係、資本関係または取引関係その他の利害関係の状況 

当社の社外監査役豊田裕之氏と加納敏孝氏については、当社および当社子会社ならびに当社および当社子会社

の取締役・監査役との人的関係、資本関係または取引関係その他の利害関係はありません。 

 
４．コーポレート・ガバナンスの充実に向けた最近１年間の状況 

コーポレート・ガバナンス体制、経営管理体制の在り方について検討を進めてまいりました。今後も更なる経営

の透明性確保と効率性追求を目指してコーポレート・ガバナンス体制の強化・充実に努めてまいります。 
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３．経営成績及び財政状態 

 

（１）経営成績 

  １．当中間連結会計期間の概況 

当中間連結会計期間における外食産業市場につきましては、国内経済は回復の兆しは見られるものの個人消費

は未だ低迷を続けており、さらにコンビニや中食市場の勢力の拡大等の影響から、６年連続して市場は縮小、各

企業間の競争は益々熾烈となっており、経営環境は一段と厳しさを増しております。 

当社グループにおきましては、すし部門では「廻転アトムすし」を「廻転寿司アトムボーイ」へ屋号を変更し、

長年培われてきた「アトムボーイ」のキャラクターを活かし、ブランドイメージを強化しつつ新規出店を進める

と共に、「海鮮アトムボーイ」から「にぎりの徳兵衛」への業態変更を行い、事業拡大を進めました。 

レストラン部門では、焼肉業態においては、米国産牛肉から国産牛肉、オーストラリア産牛肉の併用に切り替

えました。また、各業態においてお客様の低価格高品質への要望に応え、商品の価格改定を行い、集客力の強化

を追及する一方、不採算店の撤退を進め、業績の向上に努めました。 

しかし、フランチャイズ店舗の撤退によるロイヤリティー収入、食材売上の減少に加え、複数の台風の接近に

よる天候不順、アテネオリンピック等により客数、売上高が伸び悩み、また米国産牛肉の輸入禁止措置による肉

類のコスト増が大きく響き、売上、利益共に前年、当初計画を下回る結果となりました。 

 

各事業部門の概要は以下の通りです。 

① すし部門 

新規出店は「にぎりの徳兵衛」直営店２店舗（うちスクラップアンドビルドによる新設２店舗）、「海鮮アトム

ボーイ」ＦＣ店１店舗、「廻転寿司アトムボーイ」直営店２店舗の合計５店舗を行いました。 
 部門内業態変更につきましては、直営店４店舗（「アトムボーイ」から「海鮮アトムボーイ」へ１店舗、「海鮮ア

トムボーイ」から「にぎりの徳兵衛」へ３店舗）、ＦＣ店１店舗（「海鮮アトムボーイ」から「にぎりの徳兵衛」

へ１店舗）合計５店舗ありました。 
    ＦＣ店との店舗異動につきましてはＦＣ店から直営店への異動が３店舗（「廻転寿司アトムボーイ」２店舗、「海

鮮アトムボーイ」から「にぎりの徳兵衛」１店舗）ありました。 
    閉店につきましては、直営店３店舗（「海鮮アトムボーイ」２店舗、「廻転寿司アトムボーイ」１店舗）、ＦＣ

店６店舗（「アトムボーイ」１店舗、「海鮮アトムボーイ」３店舗、「廻転寿司アトムボーイ」１店舗、「すし王」

１店舗）の合計９店舗ありました。 
以上により当連結会計期間末の店舗数は「アトムボーイ」１２店舗（直営店３店舗、ＦＣ店９店舗）、「海鮮ア

トムボーイ」３５店舗（直営店２１店舗、ＦＣ店１４店舗）、「廻転寿司アトムボーイ」３７店舗（直営店２６店

舗、ＦＣ店１１店舗）、「にぎりの徳兵衛」３６店舗（直営店３０店舗、ＦＣ店６店舗）、「すし王」１１店舗（Ｆ

Ｃ店１１店舗）の合計１３１店舗（直営店８０店舗、ＦＣ店５１店舗）となっております。 
  この結果、売上高は５３億３４百万円（前年同期比４．１％増）となりました。 
② レストラン部門 

レストラン部門は、当中間連結会計期間において新規出店、業態変更は行っておりません。 

 閉店につきましては直営店９店舗（「カルビ大将」１店舗、「唐楽家」３店舗、「ザ・フォーロン」３店舗、「万豚

麺」２店舗）、ＦＣ店３店舗（「えちぜん」２店舗、「韓の食卓」１店舗）の合計１２店舗ありました。 

 以上により、当連結会計期間末の店舗数は「えちぜん」２０店舗（直営店１８店舗、ＦＣ店２店舗）、「すし和

食にぎりの徳兵衛」２店舗（直営店２店舗）、「歓喜亭」５店舗（直営店５店舗）、「居酒屋徳兵衛」１店舗（ＦＣ

店１店舗）、「時の国歓喜」３店舗（直営店３店舗）、「蟹や徳兵衛」４店舗（ＦＣ店４店舗）、「こだわりとんかつ 

かつ時」２３店舗（直営店１７店舗、ＦＣ店６店舗）、「カルビ大将」４５店舗（直営店４１店舗、ＦＣ店４店舗）、

「唐楽家」１７店舗（直営店１５店舗、ＦＣ店２店舗）、「韓の食卓」５店舗（直営店５店舗）、「ラ・アモーレ」

３店舗（直営店３店舗）、「ザ・フォーロン」１２店舗（直営店１２店舗）、「らぅめん屋あとむ」１店舗（直営店

１店舗）、「らぅめんの壷」１店舗（直営店１店舗）、「サイバーカフェ・フリ－クス」２店舗（直営店２店舗）の

合計１４４店舗（直営店１２５店舗、ＦＣ店１９店舗）となっております。 

この結果、売上高は７８億７４百万円（前年同期比８．７％減）となりました。 

③ 食材並びにその他の部門 

「食材」の売上高は４億７７百万円（前年同期比１４．５％減）、「その他」としてロイヤリティー、加盟金等

売上高は１億２百万円（前年同期比１５．５％減）となりました。 
 

以上の結果、当中間連結会計期間末における店舗数は合計２７５店舗（直営店２０５店舗、ＦＣ店７０店舗）

となりました。また、当中間連結会計期間の業績は、売上高１３７億８９百万円（前年同期比４．４％減）と

なり、営業損失９７百万円（前年同期は営業利益３億５５百万円）、経常損失４７百万円（前年同期は経常利

益３億８１百万円）、中間純損失３億６８百万円（前年同期は中間純利益１億７３百万円）となりました。     

 

  ２．通期の見通し 

下期の出店については、引続きすし部門の店舗展開に注力し、「にぎりの徳兵衛」直営店５店舗、「廻転寿司ア

トムボーイ」直営店４店舗の合計９店舗を計画しており、業態変更については「アトムボーイ」から「海鮮アト

ムボーイ」へ直営店１店舗、「韓の食卓」から「かつ時」へ直営店１店舗の合計２店舗を予定しております。閉店

については、「アトムボーイ」ＦＣ店１店舗、「廻転寿司アトムボーイ」ＦＣ店１店舗、「時の国歓喜」直営店１店

舗、「かつ時」直営店 1店舗の合計４店舗を予定しており、不採算店舗に関しては追加的に閉鎖を検討いたします。 

今期につきましては、店舗閉鎖にともなう店舗売上高、ロイヤリティー収入の減少及び閉鎖に関る費用の発生、

上半期に続き牛肉価格高騰による原材料費負担の増加、上半期に比べ店舗数増加となる新規出店の開業コスト等

により、今期の当社グループの業績は非常に厳しいものと予測しており、売上高２７１億８５百万円（前期比３．
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７％減）、経常損失２億２３百万円（前期は経常利益５億２２百万円）、当期純損失６億２３百万円（前期は当期

純利益２億２８百万円）、を見込んでおります。 

 

（２）財政状態 

  ＜キャッシュ・フローの状況＞ 

項     目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前 年 同 期 増 減 額

営業活動によるキャッシュ・フロー ７０９ ８５ △６２４ 

投資活動によるキャッシュ・フロー △７６９ △１，０６５ △２９５ 

財務活動によるキャッシュ・フロー ９５８ ９８３ ２４ 

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 ８９８ ３ △８９５ 

現金及び現金同等物の期首残高 １，６６７ １，４９９ △１６８ 

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高  ２，５６５ １，５０２ △１，０６３ 

 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は１５億２

百万円となり、前中間連結会計期間末に比べ１０億６３百万円減少（前年同期比４１．４％減）いたしました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は８５百万円となり、前中間連結会計期間に比べ６億２４百万円減少（前年同期

比８８．０％減）いたしました。これは主に、前中間連結会計期間に比べ税金等調整前中間純利益が６億４５百

万円減少し、固定資産除却損の増加（１億９６百万円増）はあったものの、未払消費税等の減少（１億２３百万

円減）や法人税等の支払額が４０百万円増加したことなどによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は１０億６５百万円となり、前中間連結会計期間に比べ２億９５百万円増加（前

年同期比３８．４％増）いたしました。これは主に、有形固定資産の取得による支出が１億１７百万円増加した

ことや、投資有価証券の売却による収入が９２百万円減少したことなどによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は９億８３百万円となり、前中間連結会計期間に比べ２４百万円増加（前年同期

比２．６％増）いたしました。これは主に、自己株式の取得による支出が増加（７９百万円増）した一方で、社

債の償還による支出が減少（９０百万円減）したことや、借入金の収支が増加（１３百万円増）したことなどに

よるものです。 

 

なお、当企業グループのキャッシュ・フローのトレンドは下記のとおりであります。 

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

（中間期の債務償還年数：有利子負債／(営業キャッシュ・フロー×２)） 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払額 

 

※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数(自己株式控除後)により算出しております。 

※ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して

おります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利息を支払っている全ての負債を対象

としております。また、利払額については、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
平成１４年

９月中間期

平成１５年

９月中間期

平成１６年

９月中間期

平成１５年 

３月期 

平成１６年

３月期 

自己資本比率（％） ３７．５ ３７．２ ３６．６ ３８．０ ３９．５

時価ベースの自己資本比率（％） ７０．４ ６５．８ ５８．９ ６５．２ ６７．８

債務償還年数（年） ７．７ ７．３ ５９．５ ４．２ ５．０

インタレスト・カバレッジ・レシオ １２．１ ９．７ １．３ １９．９ １３．３
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４．中間連結財務諸表等 

 

１．中間連結貸借対照表                                   （単位：百万円） 

前中間連結会計期間末 

（平成１５年９月３０日現在） 

当中間連結会計期間末 

（平成１６年９月３０日現在） 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成１６年３月３１日現在） 
期   別

 

科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

 

（ 資 産 の 部 ）             

Ⅰ．流 動 資 産         

 １．現 金 及 び 預 金         

 ２．売 掛 金         

 ３．有 価 証 券         

 ４．た な 卸 資 産         

 ５．繰 延 税 金 資 産         

 ６．そ の 他         

 ７．貸 倒 引 当 金         

３，１２３

２５３

－

１９４

４７

５２０

△４４

％

２，０６２

１８６

１４

２０５

３３

６０７

△４１

％

２，０５９

２１５

９

１７１

４３

４４８

△３２

％

流 動 資 産 合 計             

 

Ⅱ．固 定 資 産         

 １．有 形 固 定 資 産         

 （１）建物及び構築物 

 （２）土 地        

 （３）そ の 他        

４，０９６

９，４６３

１，３０５

８１０

１８．７ ３，０６８

９，２３０

１，３０５

９１５

１４．８ ２，９１６

９，２８７

１，３０５

６８９

１４．３

 有 形 固 定 資 産 合 計           

 ２．無 形 固 定 資 産         

 ３．投資その他の資産 

 （１）敷 金 保 証 金        

 （２）繰延税金資産 

 （３）そ の 他        

 （４）貸 倒 引 当 金        

１１，５７９

２８３

４，２１４

１５２

１，６８９

△１５４

５３．０

１．３

１１，４５０

２８６

４，１１１

６９

１，９０６

△２０７

５５．４

１．４

１１，２８２

２８０

４，１６０

１１３

１，８６０

△１７２

５５．２

１．４

 投資その他の資産合計 ５，９０２ ２７．０ ５，８７９ ２８．４ ５，９６２ ２９．１

固 定 資 産 合 計             １７，７６５ ８１．３ １７，６１７ ８５．２ １７，５２５ ８５．７

資 産 合 計             ２１，８６１ １００．０ ２０，６８５ １００．０ ２０，４４２ １００．０
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                                              （単位：百万円） 

前中間連結会計期間末 

（平成１５年９月３０日現在） 

当中間連結会計期間末 

（平成１６年９月３０日現在） 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成１６年３月３１日現在） 
期   別

 

科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

  

（ 負 債 の 部 ）             

Ⅰ．流 動 負 債         

 １．買 掛 金         

 ２．１年内償還予定の社債 

 ３．短 期 借 入 金         

 ４．１年内返済予定の長期借入金 

 ５．未 払 法 人 税 等         

 ６．未 払 消 費 税 等         

 ７．賞 与 引 当 金         

 ８．そ の 他         

８９６

２４０

－

２，６１１

１６１

８９

６１

１，２０３

％

８７３

２４０

３００

２，８５０

４０

３６

４０

１，１９１

％

９６０

２４０

－

２，５３６

１４１

１１０

５６

１，２３６

％

流 動 負 債 合 計             

 

Ⅱ．固 定 負 債         

 １．社 債         

 ２．長 期 借 入 金         

 ３．退職給付引当金         

４．役員退職慰労引当金 

５．債務保証損失引当金 

６．連 結 調 整 勘 定         

 ７．そ の 他         

５，２６４

１，０２０

６，４８８

１１６

１７６

６８

０

６０１

２４．１ ５，５７２

７８０

５，９７６

１２２

９０

１０８

１

４７１

２６．９ ５，２８１

９００

５，３２９

１２６

９０

８３

１

５５５

２５．８

固 定 負 債 合 計             ８，４７１ ３８．７ ７，５５０ ３６．５ ７，０８７ ３４．７

負 債 合 計             １３，７３５ ６２．８ １３，１２２ ６３．４ １２，３６８ ６０．５

 

（ 資 本 の 部 ）            

Ⅰ．資 本 金         

Ⅱ．資 本 剰 余 金         

Ⅲ．利 益 剰 余 金         

Ⅳ．その他有価証券評価差額金 

Ⅴ．自 己 株 式         

２，３５３

２，５４９

３，１８４

４６

△６

１０．８

１１．６

１４．６

０．２

△０．０

２，３５３

２，５４９

２，７０３

１３３

△１７５

１１．４

１２．３

１３．１

０．６

△０．８

２，３５３

２，５４９

３，１６０

１０５

△９５

１１．５

１２．５

１５．５

０．５

△０．５

資 本 合 計             ８，１２６ ３７．２ ７，５６３ ３６．６ ８，０７３ ３９．５

負 債 及 び 資 本 合 計             ２１，８６１ １００．０ ２０，６８５ １００．０ ２０，４４２ １００．０
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２．中間連結損益計算書                                   （単位：百万円） 

前中間連結会計期間 

平成１５年４月 １日から 

平成１５年９月３０日まで 

当中間連結会計期間 

平成１６年４月 １日から 

平成１６年９月３０日まで 

前連結会計年度の要約連結損益計算書 

平成１５年４月 １日から 

平成１６年３月３１日まで 

期   別

 

 

科   目 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 百分比 

 

Ⅰ．売 上 高         

Ⅱ．売 上 原 価         

１４，４２６

５，６４３

％

１００．０

３９．１

１３，７８９

５，６４１

％

１００．０

４０．９

２８，２２３

１１，１８５

％

１００．０

３９．６

 売 上 総 利 益           

 

Ⅲ．販売費及び一般管理費 

 １．販 売 手 数 料         

 ２．給料手当及び賞与 

 ３．賞与引当金繰入額 

 ４．そ の 他 人 件 費 

 ５．退 職 給 付 費 用         

 ６．役員退職慰労引当金繰入額 

 ７．賃 借 料         

 ８．減 価 償 却 費         

９．貸倒引当金繰入額 

１０．そ の 他         

８，７８２

１，７９８

７６４

５８

１，１５８

１６

８

１，６１６

７２３

４６

２，２３５

６０．９ ８，１４８

１，５４９

７３０

３８

１，３５２

１３

３

１，６３４

６７３

４４

２，２０５

５９．１ １７，０３８

３，４４２

１，５７５

５４

２，３９３

３１

８

３，２６３

１，４９９

５２

４，３４７

６０．４

販売費及び一般管理費合計 ８，４２７ ５８．４ ８，２４５ ５９．８ １６，６７０ ５９．１

営業利益又は営業損失（△）

 

Ⅳ．営 業 外 収 益         

 １．受 取 利 息         

 ２．受 取 配 当 金         

 ３．手 数 料 収 入         

 ４．不動産賃貸収入         

 ５．営業権売却収入         

 ６．連結調整勘定償却額 

 ７．そ の 他          

３５５

１７

２

３５

１４２

－

０

３４

２．５ △９７

１６

４

４９

１４９

－

０

３１

△０．７ ３６７

３３

４

７２

２８２

６０

１

８８

１．３

営 業 外 収 益 合 計             ２３２ １．６ ２５１ １．８ ５４２ １．９

 

Ⅴ．営 業 外 費 用         

 １．支 払 利 息         

 ２．不動産賃貸原価          

 ３．そ の 他         

７０

１２７

８

６３

１２５

１３

１３４

２３６

１６

営 業 外 費 用 合 計             ２０５ １．５ ２０１ １．４ ３８７ １．３

経常利益 又は経 常損失（ △）

 

３８１ ２．６ △４７ △０．３ ５２２ １．９
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前中間連結会計期間 

平成１５年４月 １日から 

平成１５年９月３０日まで 

当中間連結会計期間 

平成１６年４月 １日から 

平成１６年９月３０日まで 

前連結会計年度の要約連結損益計算書  

平成１５年４月 １日から 

平成１６年３月３１日まで 

期   別

 

 

科   目 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 百分比 

 

Ⅵ．特 別 利 益         

 １．前期損益修正益 

 ２．投資有価証券売却益 

 ３．役員退職慰労引当金戻入額 

 ４．保 険 金 収 入 

２

４２

６

－

％

－

０

－

－

％

２

１０８

９２

４１

％

特 別 利 益 合 計            

 

Ⅶ．特 別 損 失         

 １．固定資産除却損         

 ２．会 員 権 売 却 損 

３．投資有価証券評価損 

４．出 資 金 評 価 損 

５．賃借契約解約損         

６．債務保証損失引当金繰入額 

５２

２６

－

０

２

－

６８

０．４ ０

２２３

４

－

－

１０

２４

０．０ ２４５

１８６

－

０

２

１０

８３

０．８

特 別 損 失 合 計            ９８ ０．７ ２６２ １．９ ２８３ １．０

税金等調整前中間（当期）純利益又は

税金等調整前中間純損失(△) 

 法人税、住民税及び事業税 

 法 人 税 等 調 整 額           

３３５

１５８

２

２．３

１．１

０．０

△３１０

２１

３６

△２．２

０．２

０．３

４８４

２４９

５

１．７

０．９

０．０

中間(当期)純利益又は中間純損失(△) １７３ １．２ △３６８ △２．７ ２２８ ０．８
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３．中間連結剰余金計算書                                  （単位：百万円） 

前中間連結会計期間 

平成１５年４月 １日から 

平成１５年９月３０日まで 

当中間連結会計期間 

平成１６年４月 １日から 

平成１６年９月３０日まで 

前連結会計年度の要約連結剰余金計算書

平成１５年４月 １日から 

平成１６年３月３１日まで 

 

期   別 

 

 

科   目 金   額 金   額 金   額 

 

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）                 

Ⅰ．資 本 剰 余 金 期 首 残 高             ２，５４９

 

 

２，５４９ ２，５４９

Ⅱ．資本剰余金中間期末（期末）残高 ２，５４９ ２，５４９ ２，５４９

 

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）                 

Ⅰ．利 益 剰 余 金 期 首 残 高             

Ⅱ．利 益 剰 余 金 増 加 高             

 １．中 間 （ 当 期 ） 純 利 益             

 ２．連結子会社合併による増加高 

３，１００

１７３

１

 

 

３，１６０ 

 

－ 

－ 

３，１００

２２８

１

利 益 剰 余 金 増 加 高 合 計                 

Ⅲ．利 益 剰 余 金 減 少 高             

 １．中 間 （ 当 期 ） 純 損 失 

 ２．配 当 金             

 ３．役 員 賞 与             

１７５

－

７８

１２

－ 

 

３６８ 

７７ 

１１ 

２２９

－

１５６

１２

利 益 剰 余 金 減 少 高 合 計                 ９１ ４５７ １６９

Ⅳ．利益剰余金中間期末（期末）残高 ３，１８４ ２，７０３ ３，１６０
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４．中間連結キャッシュ・フロー計算書                           （単位：百万円） 

前中間連結会計期間 

平成１５年４月 １日から 

平成１５年９月３０日まで 

当中間連結会計期間 

平成１６年４月 １日から 

平成１６年９月３０日まで 

前連結会計年度の要約連結 

キャッシュ・フロー計算書 

平成１５年４月 １日から 

平成１６年３月３１日まで 

 

期   別 

 

 

科   目 金   額 金   額 金   額 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー 

 税金等調整前中間(当期)純利益又は税金等調整前中間純損失(△)  

 減 価 償 却 費               

 連 結 調 整 勘 定 償 却 額               

 退職給付引当金の増減額(減少:△) 

 役員退職慰労引当金の増減額 (減少:△) 

 債務保証損失引当金の増減額 (減少:△) 

 賞与引当金の増減額(減少:△) 

 貸倒引当金の増減額(減少:△) 

 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金               

 支 払 利 息               

 固 定 資 産 除 却 損               

 賃 借 契 約 解 約 損               

 投 資 有 価 証 券 売 却 益               

 投 資 有 価 証 券 評 価 損               

 会 員 権 売 却 損 

出 資 金 評 価 損 

 営 業 権 売 却 収 入               

 前 期 損 益 修 正 益 

 売上債権の増減額(増加:△) 

 たな卸資産の増減額(増加:△) 

 仕入債務の増減額(減少:△) 

 未払消費税等の増減額(減少:△) 

役 員 賞 与 の 支 払 額               

 そ の 他 の 増 減 額               

３３５

７６０

△０

６

△１７

６８

△１３

４７

△１９

７０

２６

－

△４２

０

－

２

－

△２

１５

△１３

△１２０

４９

△１２

△２６４

 

△３１０ 

７０５ 

△０ 

△３ 

△０ 

２４ 

△１６ 

４４ 

△２１ 

６３ 

２２３ 

－ 

△０ 

－ 

４ 

－ 

－ 

－ 

２８ 

△３４ 

△８７ 

△７３ 

△１１ 

△２５３ 

４８４

１，５６１

△１

１６

△１０３

８３

△１８

５４

△３８

１３４

１８６

１０

△１０８

０

－

２

△６０

△２

５３

１０

△５６

７０

△１２

△１２６

   小       計 

 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額               

 利 息 の 支 払 額               

 法 人 税 等 の 支 払 額               

８７７

８

△７３

△１０３

２８２ 

１０ 

△６３ 

△１４３ 

２，１４２

１６

△１３６

△２１５

営業活動によるキャッシュ・フロー ７０９ ８５ １，８０７
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                                             （単位：百万円） 

前中間連結会計期間 

平成１５年４月 １日から 

平成１５年９月３０日まで 

当中間連結会計期間 

平成１６年４月 １日から 

平成１６年９月３０日まで 

前連結会計年度の要約連結 

キャッシュ・フロー計算書 

平成１５年４月 １日から 

平成１６年３月３１日まで 

 

期   別 

 

 

科   目 金   額 金   額 金   額 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー  

 有価証券の償還による収入               

 有形固定資産の取得による支出 

有形固定資産の売却による収入 

営 業 権 の 売 却 に よ る 収 入               

無形固定資産の取得による支出 

無形固定資産の売却による収入 

投資有価証券の取得による支出 

 投資有価証券の売却による収入 

 貸 付 け に よ る 支 出               

 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入               

 敷金保証金の支払いによる支出 

 敷金保証金の返還による収入               

 店舗賃借仮勘定の支払いによる支出 

 会 員 権 の 売 却 に よ る 収 入 

 連結の変更を伴う子会社株式の取得による支出 

 そ の 他 投 資 に よ る 増 減 額               

１０

△９５７

１５

－

△４９

０

△１６

９７

△１７２

１８３

△５

１３４

△１７

－

－

８

 

－ 

△１，０７５ 

－ 

０ 

△４３ 

０ 

△４６ 

５ 

△１１ 

５３ 

△３０ 

１０６ 

△５４ 

２５ 

－ 

６ 

１０

△１，６４７

１５

５９

△８８

０

△４９

２０４

△３６２

２８０

△８８

２６５

△１７

－

△４

９

投資活動によるキャッシュ・フロー 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー 

 借 入 れ に よ る 収 入               

 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出               

 社債（転換社債を含む）の償還による支出                     

 自己株式の取得（売却）による支出（収入）（純額） 

 配 当 金 の 支 払 額                

△７６９

３，５２８

△２，２８０

△２１０

△０

△７８

△１，０６５ 

 

５，４００ 

△４，１３８ 

△１２０ 

△７９ 

△７７ 

△１，４１２

４，７４８

△４，７３５

△３３０

△８９

△１５６

財務活動によるキャッシュ・フロー ９５８ ９８３ △５６３

Ⅳ．現金及び現金同等物の増減額 

Ⅴ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高                     

８９８

１，６６７

３ 

１，４９９ 

△１６８

１，６６７

Ⅵ．現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ２，５６５ １，５０２ １，４９９
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５．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 （１）連結の範囲に関する事項 

   ①連結子会社数   ２社 

     連結子会社の名称      株式会社アトムライス 

                   株式会社アトムボーイ 

 

   ②非連結子会社数  ０社 

 

 （２）持分法の適用に関する事項 

   持分法適用の非連結子会社数  ０社 

 

 （３）連結子会社の中間決算日等に関する事項 

   連結子会社の中間期の末日は、中間連結決算日と一致しております。 

 

 （４）会計処理基準に関する事項 

   ①重要な資産の評価基準及び評価方法 

    Ⅰ．有価証券 

       満期保 有目 的の債券              償却原価法（定額法）を採用しております。 

       そ の 他 有 価 証 券            

        時価のあるもの      中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 

        時価のないもの      移動平均法による原価法を採用しております。 

 

    Ⅱ．たな卸資産 

       商品・原材料・貯蔵品   最終仕入原価法を採用しております。 

 

   ②重要な減価償却資産の減価償却の方法 

      有形固定資産については、定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

については、定額法）を採用しております。 

      なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

       建物及び構築物   １０～３４年 

 

   ③重要な引当金の計上基準 

     貸 倒 引 当 金            売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

     賞 与 引 当 金            従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給実績を基に、当中間連結会計期間分を

計上しております。 

     退 職 給 付 引 当 金            従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額

に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上して

おります。 

                 数理計算上の差異は、翌連結会計年度に一括処理することとしております。 

     役員退職慰労引当金   役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上して

おります。 

     債務保証損失引当金   債務保証に係る損失に備えるため、保証先の財政状態の実情を勘案し、損失負担見

積額を計上しております。 

 

   ④重要なリース取引の処理方法 

      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

   ⑤重要なヘッジ会計の方法 

     ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法              金利スワップについて特例処理を採用しております。 

     ヘッジ手段とヘッジ対象   ヘッジ手段……金利スワップ    ヘッジ対象……借入金 

     ヘ ッ ジ 方 針              金利リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。 

     有 効 性 評 価 の 方 法              金利スワップについて特例処理を採用しているため、有効性の評価を省略して

おります。 

 

   ⑥消費税等の会計処理 

      税抜方式によっております。 

 

 （５）中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

     手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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注 記 事 項 

 （中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 

（平成１５年９月３０日現在） 

当中間連結会計期間末 

（平成１６年９月３０日現在） 

前連結会計年度末 

（平成１６年３月３１日現在） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

         ８，６２７百万円 

２．担保に供している資産 

 建物及び構築物   １７７百万円 

 土地        ９５９百万円 

 投資その他の資産のその他   ３１３百万円 

 （投資有価証券）           

    計    １，４４９百万円 

 上記資産は下記の債務の担保に供し

ております。 

 長期借入金    １，４３７百万円 

 （１年内返済予定分を含む） 

  

 投資その他の資産のその他    ３１百万円 

 （投資有価証券）            

 上記を前払式証票の規制等に関する

法律に基づき供託しております。 

 

 

 

３．偶発債務 

           ２２８百万円 

４．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相

殺し、流動負債に未払消費税等とし

て表示しております。 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

         ９，７１８百万円 

２．担保に供している資産 

 建物及び構築物   １５８百万円 

 土地        ９５９百万円 

 投資その他の資産のその他   ４７１百万円 

 （投資有価証券）           

    計    １，５８８百万円 

 上記資産は下記の債務の担保に供し

ております。 

 長期借入金    １，２３０百万円 

 （１年内返済予定分を含む） 

 

 有価証券       １４百万円 

 投資その他の資産のその他    １５百万円 

 （投資有価証券）           

    計       ３０百万円 

 上記を前払式証票の規制等に関する

法律に基づき供託しております。 

 

３．偶発債務 

           １１８百万円 

４．消費税等の取扱い 

  

同  左 

 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

         ９，１４５百万円 

２．担保に供している資産 

 建物及び構築物   １６６百万円 

 土地        ９５９百万円 

 投資その他の資産のその他   ３９１百万円 

 （投資有価証券）           

    計    １，５１７百万円 

 上記資産は下記の債務の担保に供し

ております。 

 長期借入金    １，３１１百万円 

 （１年内返済予定分を含む） 

 

 有価証券        ９百万円 

 投資その他の資産のその他    ２１百万円 

 （投資有価証券）           

    計       ３１百万円 

 上記を前払式証票の規制等に関する

法律に基づき供託しております。 

 

３．偶発債務 

           １９１百万円 

４．     － 
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 （中間連結損益計算書関係）   

前中間連結会計期間 

平成１５年４月 １日から 

平成１５年９月３０日まで 

当中間連結会計期間 

平成１６年４月 １日から 

平成１６年９月３０日まで 

前連結会計年度 

平成１５年４月 １日から 

平成１６年３月３１日まで 

１．前期損益修正益の内容は次のとお

りであります。 

  過年度減価償却費 

修正額        ２百万円 

 

２．固定資産除却損の内容は次のとお

りであります。 

 建物及び構築物    １９百万円 

 有形固定資産のその他  ７百万円 

 （器具及び備品）         

    計       ２６百万円 

 

 

 

 

 

 

３．     － 

  

１．     －      

 

 

 

 

２．固定資産除却損の内容は次のとお

りであります。 

 建物及び構築物   １５４百万円 

 有形固定資産のその他 ２４百万円 

 （器具及び備品） 

 無形固定資産      ０百万円 

 （権利金）        

 投資その他の資産のそ  ０百万円 

の他（長期前払費用） 

解体撤去費用等    ４３百万円 

    計      ２２３百万円 

 

３．賃借契約解約損の内容は次のとお

りであります。 

 中途解約違約金    １０百万円 

 

１．前期損益修正益の内容は次のとお

りであります。 

  過年度減価償却費 

修正額        ２百万円 

 

２．固定資産除却損の内容は次のとお

りであります。 

  建物及び構築物  １６３百万円 

  有形固定資産の   ２２百万円 

その他（器具及び備品）      

     計     １８６百万円 

 

 

 

 

 

 

３．賃借契約解約損の内容は次のとお

りであります。 

  敷金保証金     １０百万円 

 

 （中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）   

前中間連結会計期間 

平成１５年４月 １日から 

平成１５年９月３０日まで 

当中間連結会計期間 

平成１６年４月 １日から 

平成１６年９月３０日まで 

前連結会計年度 

平成１５年４月 １日から 

平成１６年３月３１日まで 

１．現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

（平成１５年９月３０日現在） 

 現金及び預金勘定  ３，１２３百万円 

 預入期間が３ヶ月を 

 超える定期預金等  △５５７百万円 

 現金及び現金同等物   ２，５６５百万円 

 

２．     － 

 

１．現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

（平成１６年９月３０日現在） 

 現金及び預金勘定  ２，０６２百万円 

 預入期間が３ヶ月を 

 超える定期預金等  △５５９百万円 

 現金及び現金同等物   １，５０２百万円 

 

２．     － 

 

１．現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

（平成１６年３月３１日現在） 

 現金及び預金勘定 ２，０５９百万円 

 預入期間が３ヶ月を 

 超える定期預金等  △５６０百万円 

 現金及び現金同等物 １，４９９百万円 

 

２．株式の取得により新たに連結子会

社となった会社の資産及び負債の主な

内訳 

 株式の取得により新たに㈱アトムボ

ーイを連結したことに伴う連結開始時

の資産及び負債の内訳並びに同社株式

の取得価額と同社取得のための支出

（純額）との関係は次のとおりであり

ます。 

 流動資産       ２１百万円 

 固定資産        ０百万円 

 連結調整勘定     △１百万円 

 流動負債       △０百万円 

 ㈱アトムボーイ株式   

の取得価額      ２０百万円 

 ㈱アトムボーイ現金  

及び現金同等物   △１５百万円  

 ㈱アトムボーイ株式    

取得のための支出    ４百万円 

 

 

（リース取引関係） 

  半期報告書をＥＤＩＮＥＴにより開示するため、記載を省略しております。 
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（有価証券関係） 

 前中間連結会計期間末（平成１５年９月３０日現在） 

 １．満期保有目的の債券で時価のあるもの                       （単位：百万円） 

 中間連結貸借対照表計上額 時    価 差   額 

（１）国債・地方債等 

（２）社債 

（３）その他 

３１

－

－

３１

－

－

△０

－

－

合    計 ３１ ３１ △０

  

２．その他有価証券で時価のあるもの                          （単位：百万円） 

 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差   額 

（１）株式 

（２）債券 

    国債・地方債等 

    社債 

    その他 

（３）その他 

５９３

－

－

－

６２

６６２

－

－

－

６９

６９

－

－

－

７

合    計 ６５５ ７３２ ７６

   （注）当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について０百万円減損処理を行っておりま

す。 

なお、減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ５０％以上下落した場合

には全て減損処理を行い、３０％～５０％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた

額について減損処理を行っております。 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容     （単位：百万円） 

 中間連結貸借対照表計上額

その他有価証券 

 非上場株式（店頭売買株式を除く） 

 

１

 

 

 当中間連結会計期間末（平成１６年９月３０日現在） 

 １．満期保有目的の債券で時価のあるもの                       （単位：百万円） 

 中間連結貸借対照表計上額 時    価 差   額 

（１）国債・地方債等 

（２）社債 

（３）その他 

３０

－

－

３０

－

－

△０

－

－

合    計 ３０ ３０ △０

  

２．その他有価証券で時価のあるもの                          （単位：百万円） 

 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差   額 

（１）株式 

（２）債券 

    国債・地方債等 

    社債 

    その他 

（３）その他 

６１２

－

１４

－

６１

８２９

－

１４

－

６６

２１７

－

０

－

４

合    計 ６８８ ９１０ ２２１

    

 ３．時価評価されていない主な有価証券の内容    （単位：百万円） 

 中間連結貸借対照表計上額

その他有価証券 

 非上場株式（店頭売買株式を除く） 

 

１

 

 

 前連結会計年度末（平成１６年３月３１日現在） 

 １．満期保有目的の債券で時価のあるもの                       （単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 時    価 差   額 

（１）国債・地方債等 

（２）社債 

（３）その他 

３１

－

－

３１

－

－

△０

－

－

合    計 ３１ ３１ △０
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 ２．その他有価証券で時価のあるもの                          （単位：百万円） 

 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差   額 

（１）株式 

（２）債券 

    国債・地方債等 

    社債 

    その他 

（３）その他 

５８９

－

－

－

６１

７５１

－

－

－

７６

１６２

－

－

－

１４

合    計 ６５１ ８２８ １７６

   （注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について０百万円減損処理を行っております。 

なお、減損処理にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ５０％以上下落した場合には

全て減損処理を行い、３０％～５０％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額に

ついて減損処理を行っております。 

 

 ３．時価評価されていない主な有価証券の内容    （単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 非上場株式（店頭売買株式を除く） 

 

１

 

（デリバディブ取引関係） 

  半期報告書をＥＤＩＮＥＴにより開示するため、記載を省略しております。 

 

（セグメント情報） 

 １．事業の種類別セグメント情報 

   前中間連結会計期間（平成１５年４月１日から 平成１５年９月３０日まで）、当中間連結会計期間（平成１６年

４月１日から 平成１６年９月３０日まで）、及び前連結会計年度（平成１５年４月１日から 平成１６年３月３１

日まで） 

 当連結グループは飲食事業を主な事業内容としており、当該事業区分の売上高及び営業利益の金額は、全セグメン

トの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める割合がいずれも９０％超であるため、事業の種類別セグメン

ト情報の記載を省略しております。 

 ２．所在地別セグメント情報 

   前中間連結会計期間（平成１５年 4月１日から 平成１５年９月３０日まで）、当中間連結会計期間（平成１６年

４月１日から 平成１６年９月３０日まで）、及び前連結会計年度（平成１５年４月１日から 平成１６年３月３１

日まで）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

 ３．海外売上高 

   前中間連結会計期間（平成１５年 4月１日から 平成１５年９月３０日まで）、当中間連結会計期間（平成１６年

４月１日から 平成１６年９月３０日まで）、及び前連結会計年度（平成１５年４月１日から 平成１６年３月３１

日まで）において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

 

 

５．事業部門別販売実績 

                                           （単位：百万円） 

前中間連結会計期間 

平成１５年４月 １日から 

平成１５年９月３０日まで 

当中間連結会計期間 

平成１６年４月 １日から 

平成１６年９月３０日まで 

前連結会計年度 

平成１５年４月 １日から 

平成１６年３月３１日まで 

      

     期 別 

 

部 門 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

 

す し 部 門        

レストラン部門 

食 材 部 門        

そ の 他        

 

５，１２４ 

８，６２１ 

５５９ 

１２１ 

５，３３４

７，８７４

４７７

１０２

 

１０，２５８ 

１６，６５５ 

１，０８７ 

２２２ 

合  計 １４，４２６ 

   ％

３５．５

５９．８

３．９

０．８

１００．０ １３，７８９

   ％

３８．７

５７．１

３．５

０．７

１００．０ ２８，２２３ 

   ％

３６．３

５９．０

３．９

０．８

１００．０
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平成１７年３月期 中間決算発表 連結（参考資料） 

平成 16 年 11 月 22 日 
株式会社アトム 

１．連結経営成績 対前年中間期増減率
 

売 上 高 137 億 89 百万円 △4.4％ （減収） 

営 業 利 益 △97 百万円 －％ （減益） 

経 常 利 益 △47 百万円 －％ （減益） 

中 間 純 利 益 △3億 68 百万円 －％ （減益） 

２．連結財政状態    

総 資 産 206 億 85 百万円   

株 主 資 本 75 億 63 百万円   

株 主 資 本 比 率 36.6％   

１株当たり株主資本 732 円 11 銭   

３．会計処理の方法の変更   

   該当事項はありません。   

４．通期の連結業績

予想 対前期増減率

 

通 期 売 上 高 271 億 85 百万円 △3.7％  

 営 業 利 益 △3億 07 百万円 －％  

 経 常 利 益 △2億 23 百万円 －％  

 当期純利益 △6億 23 百万円 －％  

５．連結キャッシュ・フローの状況 
  

営業活動によるキャッシュ・フロー 85 百万円  

投資活動によるキャッシュ・フロー △10 億 65 百万円  

財務活動によるキャッシュ・フロー 9 億 83 百万円  

現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 末 残 高 15 億 02 百万円  

６．事業部門別販売

実績 対前年中間期増減率 構成比 

 

す し 部 門 53 億 34 百万円 4.1％ 38.7％  

レストラン部門 78 億 74 百万円 △8.7％ 57.1％  

食 材 部 門 4 億 77 百万円 △14.5％ 3.5％  

そ の 他 1 億 02 百万円 △15.5％ 0.7％  

 合  計 137 億 89 百万円 △4.4％ 100.0％   

７．過去５年間の連結経営成績 (単位：百万円)

  
16 年 9 月 

中 間 期 

15 年 9 月 

中 間 期 

14 年 9 月 

中 間 期 

1 3 年 9 月 

中 間 期 

12 年 9 月

中 間 期

 売上高 13,789 14,426 14,347 14,019 12,558 

 営 業 利 益 △97 355 234 412 437 

 経 常 利 益 △47 381 315 507 578 

 中間純利益 △368 173 124 259 237 

 (注)過去最高金額 売 上 高 14,426 百万円 （平成 15 年 9 月中間期）  

  営 業 利 益 437 百万円 （平成 12 年 9 月中間期）  

  経 常 利 益 578 百万円 （平成 12 年 9 月中間期）  

  中間純利益 259 百万円 （平成 13 年 9 月中間期）  

 


